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労働者協同組合法（令和４年10月から施行）

「労働者協同組合」とは、労働者が組合員として出資し、その意見を反映して、自ら従事することを基本原
理とする組織であり、地域のみんなで意見を出し合って、助け合いながら、地域社会の課題を解決していこう
という、新しい法人制度です。

令和４年10月に施行された労働者協同組合法は、この労働者協同組合の設立や運営、管理などについて定
めた法律です。

この法律では、労働者協同組合は、
以下（１）から（３）の基本原理に従い、
持続可能で活力ある地域社会に資する事業を
行うことを目的とするよう定めています。
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新規設立と組織変更

による設立の法人数

分野の例

労働者協同組合の設立状況（概要）

「副業・兼業で提供する、

子どもによるメディアの制作体験」

労働者協同組合こども編集部

（兵庫県神戸市）

・キャンプ場の経営

・葬祭業、成年後見支援

・メディア制作体験

・地元産鮮魚販売、給食の
お弁当づくり

・カフェ、フェスティバル
運営

・高齢者介護

・生活困窮者支援

・子育て支援

・障害福祉

・清掃、建物管理

・家事代行

令和７年３月１日時点で１都１道２府30県で計132法人が設立されています。

※ 北海道、宮城県、山形県、茨城県、群馬県、千葉県、埼玉県、東京都、神奈川県、新潟県、福井県、山梨県、長野県、岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、

滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、愛媛県、高知県、福岡県、佐賀県、熊本県、鹿児島県、沖縄県

※  うち、非営利性を徹底した組合であることについて都道府県知事の認定を受けている特定労働者協同組合は10法人
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「地域の困り事解決のため、

住民による地域づくりを仕事に」

労働者協同組合うんなん

（島根県雲南市）

「経験豊かな高齢者が

いきいきと働ける場づくり」

労働者協同組合上田

（長野県上田市）

「ケアワーカーによる

自分らしいケアの追求」

労働者協同組合あるく

（熊本県熊本市）

新規設立

109

組織変更

23
企業組合からの組織変更
→20法人

NPO法人からの組織変更
→３法人



事例 労働者協同組合うんなん（令和６年２月設立）

• 島根県雲南市が進める小規模多機能自治に基づき、地域
自主組織から、一部を切り出して活動。

• 草刈り、除雪、立木の伐採などの地域の困りごとを支援
する事業をはじめ、見守りを兼ねた水道検針事業や交通
弱者への移送支援事業、地域の学童クラブの運営、電気
メーターの調査、指定管理者として入浴施設の管理など
多様な事業を担う。

• 事業や予算規模の増による運営上の負担、今後の担い手
の確保、法人格を持たない任意団体であることでの事業
の制約など、取組を展開していく中での課題を多く抱え
ていたところ、こうした取組をさらに発展させ、より事
業を持続可能なものとするため、令和６年２月、労働者
協同組合を設立。

• 設立総会においては発起人から「少子高齢化の中で様々
な仕事で後継者がいない。高齢者ばかりになったら、草
刈りでさえ支援できなくなる。地域の生業が無くなる中
で、住民の受け皿となり住民に喜んでもらえるように取
り組みたい。」と思いが述べられている。

（写真提供）上写真 労協新聞 下写真 労協うんなん ３



事例 栄町労働者協同組合（令和６年７月設立）

• 沖縄県那覇市の栄町市場内でシェア型書店「栄町共同書
店」を運営する労働者協同組合。

• 街の書店が減少する中、東京のシェア型書店の取組に参
加していた沖縄生まれ東京在住の箱店主（シェア型書店
で本棚を借りて書籍等の販売を行う）と書店の運営ス
タッフが出会い、沖縄でシェア型書店をつくる計画が生
まれた。

• 古書の販売や商店街の活性化とまちづくり、教育・学術
及び文化の振興に資する事業も行っており、市場や行政
だけに頼らず「自分たちに必要なものは、自分たちで作
る」経験を広めることを目指している。

• 普段東京に在住する組合員もいるため、店舗の売上や在
庫、経営状況はオンラインストレージで共有し、情報共
有を徹底し、意見反映に支障が出ないようにしている。

• 今後は沖縄の中でも色濃い共同性を残す栄町市場につい
て箱店主、一般の人にも知ってもらう取組を広げていき
たいと考えている。
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労働者協同組合の活用促進

令和７年度当初予算案 80百万円（62百万円）※（）内は前年度当初予算額
一般
会計

子子特会労働保険特別会計
育休徴収雇用労災

約1/3約2/3

２ 事業の概要・スキーム・実施主体等

モ デ ル 事 業
（ ３ カ 年 ・ ２ 年 次 ）

厚 生 労 働 省

※ 全国で１事業者

モデル地域の選定等
を行う検討委員会の
設置及び運営

厚 生 労 働 省

委託

受 託 事 業 者

協 議 会

都道府県都道府県 市 町 村

経 済 団 体

農 協金 融 機 関

当事者団体 社 協

労 働 組 合

・協議会への伴走支援
（連絡調整・研修実施）

・モデル事業の調査報
告書の作成

受 託 事 業 者

多様な働き方を実現
する環境整備、多様
な雇用機会実現のた
めの取組

※ 都道府県が
中心

委託 委託

制 度 の 周 知 広 報 ・ 設 立 支 援

１ 事業の目的
○ 労働者協同組合制度の周知・広報、労働者協同組合の活用促進を図る創意工夫ある地域の取組への支援、その他円滑な法律の施行のた

めに必要な事業を行うもの。
○ 令和７年度は、法施行から２年半を経過したことを踏まえ、全国で設立された労働者協同組合の活用事例の紹介や、組合設立や運営に

必要な労務管理等の知見の提供 、NPO法人等から労働者協同組合への組織変更を希望する者への情報提供・発信等を行う。
○ また、国がモデル地域として選定した都道府県に設置される協議会における労働者協同組合の活用を通じ、個々の事情に応じた多様な

働き方が可能となる環境の整備や、働きづらさを抱える方々や女性、中高年齢者などの多様な雇用機会の創出を行う創意工夫ある地域の
取組を支援し、全国展開を図る。

※ 労働者協同組合：令和４年１０月に施行された労働者協同組合法に基づき、労働者が組合員として出資し、その意見を反映して、自ら従事することを基本原理とする法人
制度

全国で５地域

モデル地域における事
業の円滑な実施のため
の検討委員会の設置及
び運営

・特設サイトの運営

・好事例動画の作成・周知

・メールマガジンの発行

・オンラインセミナー 等

普及啓発事業
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特設サイト・セミナーによる情報発信

労働者協同組合法の周知のため、①労働者協同組合特設サイト運営、②労働者協同組合に関するセミナー等を実施。
労働者協同組合法の特設サイト「知りたい！労働者協同組合法」では好事例動画や記事、労働者協同組合関係者へのインタ
ビュー記事等を掲載。

①労働者協同組合特設サイト

②労働者協同組合に関するセミナー
（令和６年度開催テーマ）

６

例えば、ここには



労働者協同組合活用促進モデル事業 各地域の実施状況

主な事業構成団体協議会

・労働者協同組合フォーラムの開催
・ワークショップの開催
・大学での寄付講座
・神奈川県労働者協同ネットワーク設立準備 等

神奈川県、労働者協同組合（県内4団体）、横浜市、JA神
奈川中央会、神奈川県労働福祉協議会、横浜市社会福祉
協議会、神奈川県生活協同組合連合会、中央労働金庫神
奈川県本部

神奈川

・ワークショップの開催
・労働者協同組合に関する個別相談会の実施
・設立・運営にかかる事業統括員等による伴走支援
・働く人のウェルビーイング向上のための支援

福井県、ふくい協同労働推進ネットワーク、福井市、鯖
江市、あわら市、永平寺町、北陸労金福井支店、福井県
民生活協同組合

福井

・講習会・ワークショップの開催
・労働者協同組合を活用した地域課題解決と多様な働き方を
実現する環境整備に向けたマッチング支援

長野県、労働者協同組合（県内4団体）、長野県高齢者生
活協同組合、長野県生活協同組合連合会、長野県労働者
福祉協議会、NPO法人

長野

・シンポジウムの開催
・労協ワークショップ、個別ワークショップ開催
・相談窓口の設置・アドバイザー派遣

三重県、労働者協同組合（県内3団体）、津市、四日市市、
松阪市、大台町、多気町、大紀町、三重県経営者協会、
連合三重

三重

・巡回相談員による個別訪問
・ハンドブックの作成
・講習会の開催
・相談窓口の設置・アドバイザー派遣 等

徳島県、ワーカーズコープ・センター事業団四国開発本
部、徳島県経営者協会、徳島県労働者福祉協議会、徳島
県勤労者福祉ネットワーク、徳島県生活協同組合連合会、
徳島県農業協同組合中央会

徳島
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